











　近年、プライベート・ブランド商品（以下、PB 商品）の需要は急速に拡大している。それは PB 商品の品質が向上し、
従来の PB 商品のイメージ「安かろう、悪かろう」が払拭されたことが大きな理由である。もちろん、PB 商品戦
略は近年に始まったものではなく、これまでにも行われてきた。しかし、その傾向は消費マインドの低下がみられ
た時に注目される戦略であり、消費マインドが上昇するにつれて注目が薄れていくものであった。ただ、近年の
PB 商品の需要は減退する傾向がほとんど見受けられない。それどころか、小売企業に至っては、新規に PB を立
ち上げたり、商品アイテム数を増やすことにより、PB 商品販売比率の向上を図っている。こうした現状において
PB 商品の製造企業は PB 商品戦略をどのように捉えているのだろうか。




　これまでに数多くの PB 商品が発売されてきた。本節では、PB 商品の需要の変化をみたうえで、PB 商品の定義
を明らかにする。また、NB 商品との違いも含めて分類する。
2.1　PB 商品の歴史
　わが国で初めての PB 商品は 959 年に株式会社大丸百貨店（現・株式会社大丸松坂屋百貨店）で発売された紳
士服「TROJAN」）であり、食品では 960 年に株式会社ダイエーで発売された缶詰「ダイエーみかん」2）である。
以来、数多くの PB 商品が開発・製造・発売されてきた（図表  参照）。
　近年では、2006 年頃の相次ぐ原価高騰や 2009 年のリーマンショックによる消費マインドの低下などから、今日
に至るまで PB 商品の需要が高まっている。それは日経トレンディの『2008 年ヒット商品ベスト 30』の  位に「PB」
がランクインしたことや、日経 MJ の『2008 年日経ヒット商品番付』の西の横綱に株式会社セブン＆アイ HLDGS.（以
下、セブン＆アイ）の「セブンプレミアム」とイオン株式会社（以下、イオン）の「トップバリュ」が選出された
ことにも裏付けされる。セブン＆アイが 2007 年の 5 月に発売したセブンプレミアムは初年度こそ売上は約 800 億




まで PB 商品の需要が拡大したのは PB 商品に対するイメージが変化してきたからである。
　960 年代から 2000 年代前半をみると主に次の 3 つの特徴があげられる。
PB 商品の需要拡大が製造企業に与える影響 5
① 消費マインドの低下、すなわち景気低迷期に PB 商品は普及するが、景気が回復するにつれて NB 商品の需要も
回復する。
②  PB 商品の種類は、食品、衣料品、住居関連品に至るまで幅広いが、なかでも売れ行きが好調なのは、日常生活
で毎日のように消費する食品や日用品である。
③ PB 商品の多くは、NB 商品の廉価版ともいえる低価格 PB である。
　低価格化を重視するあまり品質が落ち、「安かろう、悪かろう」というイメージが浸透してしまっていた。ところが、
2000 年代後半からは PB 商品の浸透が急速に加速した。それは、原材料の高騰が相次ぎ、食料品の価格が上昇した
ことが大きな原因として考えられる。イオンは 994 年 9 月に発売していた「トップバリュー」を、2000 年 3 月に
新生「トップバリュ」としてリニューアルした。これは消費者に「安全・安心」な商品を提供するために客の声を
生かしながら衣・食・住のフルラインでの商品展開したものである。また、2007 年 5 月にセブンプレミアムの発
売を開始したセブン＆アイも品質にこだわり、PB 商品のイメージを一新させた。これらの結果、PB 商品に対す
る品質の信頼が高まり、2008 年からの PB ブームをもたらしたといえよう。その後、2009 年以降も PB 商品の取
扱範囲の拡大や、さらなる低価格の実現を目指したことなどにより 6）、そのアイテム数は増加した。小売企業がこ
こまで PB 商品に力を注ぐのは、PB 商品の場合は宣伝広告をしないことや卸利益が発生しないことなどで大幅に
コストを低減できるからである（図表 2 参照）。結果、NB 商品の希望小売価格よりも 20 ～ 50％も低価格で販売で
きるのである。
　ところが、ここ数年、PB 商品の種類に変化がみられるようになった。従来の NB 商品の廉価版としての位置づ









実績をあげており、株式会社ユニクロのような SPA（Speciality store retailer of Private label Apparel）が独自製
品により、業界をリードするまでに成長したことがそのきっかけともいえよう。
　ここで、PB 商品に対する消費者意識の変化について、時代を区分して図表 3 に整理してみる。0）便宜上、時代
区分を①「2007 年以前」、②「2008 年～ 2009 年」、③「200 年以降」の 3 つに区分した。その理由は、2008 年か
ら 2009 年が PB 商品ブームといえる年であり、それを契機に PB 商品に対する意識が変化したと思われるからで
ある。
2.2　PB 商品と NB 商品の定義と分類














　なお、PB 商品と NB 商品はそれぞれ次のように細分化できる。
　PB 商品は、伝統的かつ中心的存在の低価格 PB、近年注目を集める NB 商品と同等以上の品質のプレミアム
PB、そしてダブルチョップに分類できる。ダブルチョップとは、製造企業と小売企業とが共同で商品を開発し、
PB 商品の需要拡大が製造企業に与える影響 7




のを図表 4、図表 5 に示しておく。
3．PB 商品の浸透と業績への影響
　本節では、景気後退期の消費マインドの低下に伴い PB 商品が注目を浴びることを示したうえで、製造企業の視




年のセブンプレミアムの発売時期や 2008 ～ 2009 年あたりの PB 商品ブームの消費者態度指数が落ち込んでいるこ
とがわかる。多少の誤差があるにせよ、消費マインドと PB 商品需要とが深く関連していることが理解できるので
はないだろうか。
　PB 商品は小売企業主体の戦略であり、メリットも小売企業側のほうが大きいといわれてきた。それは NB 商品
よりも粗利益率が高いことやブランド･エクイティ（brand equity）7）の創造により、競合他社との差別化を図る
















　まだ PB 商品が浸透していなかった時代、多くの消費者は PB 商品に対して「安かろう、悪かろう」、「高くても
安心できる商品を買いたい」などという評価をしていた。そして、PB 商品の話題は一過性であり、時間の経過を
待てばその注目は薄れていくものであった。その後、PB 商品の品質は大幅に改善され、近年の PB ブーム（2008
～ 2009 年）に至ることになった。
　前述した社団法人商品需給研究センターの報告によると、アンケート調査を実施した 2009 年時点の有効回答を
集計したところ、食品製造企業のうち全体の 70.5％の企業で NB 商品比率が PB 商品比率を上回っているという結
果が出ている。しかし、これを中小製造企業 23）に限ってみると PB 商品の比率が NB 商品を上回っている企業の
ほうが多いという結果になっている。
　その後も PB 商品の需要は高まっているが、筆者が実施したアンケート調査（200 年 8 月）によれば、低価格追
求型の PB 商品戦略だけでは業績回復の打開策にはならないだろうというのが製造企業と小売企業の双方に一致す





るやり方もある。「こだわりの柿ピー」は品質にこだわり NB 商品よりも価格が高いプレミアム PB に該当するが、
PB 商品の需要拡大が製造企業に与える影響 2





















ざるを得なくなる。中小製造企業に至っては小売企業の下請企業となったり、製造商品の 00％が PB 商品となっ
たりすることも予想される。現に、欧米ではこのような企業は多く存在するし、前述した筆者が実施したアンケー
トの調査対象企業でもこうした企業はすでに何社か存在している。














こうした需要を考慮に入れておく必要がある。そして他社との NB 商品間の競争だけでなく、NB 商品と PB 商品
との競争激化を踏まえた強固な SCM（supply chain management）の構築が必要となる。それにあわせて新製品
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　データは内閣府ホームページ（http://www.cao.go.jp/index.html 202 年 6 月 4 日取得）から引用した。なお、
消費者態度指数は毎年 2004 年 3 月までは年間 4 回、2004 年 4 月以降は毎月調査されているが、グラフを作成す
る際のデータは年平均を算出して作成している。（202 年に関しては  ～ 3 月の平均。）










柿の種とピーナッツを比較すると前者が 7：3 であるのに対して、後者は 5：5 である（筆者の調査による）。価
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